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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ガス化対象物を加熱用バーナにて加熱する状態で、前記ガス化対象物の一部を燃焼させ
るための燃焼用酸素含有ガスを供給するように構成されて、前記ガス化対象物を部分燃焼
させて熱分解ガスを生成するガス化炉であって、
　前記燃焼用酸素含有ガスとして、燃焼式の原動機から酸素を含有する状態で排出される
燃焼排ガスを供給するように構成され、
　通気可能な仕切り体により、燃料ガスを燃焼用空気にて燃焼させる前記加熱用バーナの
燃焼室とその上方側のガス化対象物を収納する反応室とに上下方向に区画され、
　前記燃焼用酸素含有ガスとしての前記燃焼排ガスを前記燃焼室に供給するように構成さ
れているガス化炉。
【請求項２】
　請求項１記載のガス化炉を備えた複合リサイクル装置であって、
　前記ガス化炉にて生成される熱分解ガスを燃焼させる熱分解ガス燃焼器と、
　その熱分解ガス燃焼器の燃焼排ガスの保有熱を回収する排熱回収熱交換部とが設けられ
ている複合リサイクル装置。
【請求項３】
　前記原動機から排出される前記燃焼排ガスの一部を前記排熱回収熱交換部の熱源用とし
て分配供給するように構成されている請求項２記載の複合リサイクル装置。
【請求項４】
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　前記熱分解ガス燃焼器への補助燃料の供給量を調節する補助燃料供給量調節手段と、
　その補助燃料供給量調節手段を制御する制御手段とが設けられている請求項２又は３記
載の複合リサイクル装置。
【請求項５】
　前記加熱用バーナへの燃料の供給量を調節する加熱用燃料供給量調節手段と、
　前記燃焼用酸素含有ガスとして供給する前記燃焼排ガスの供給量を調節する燃焼用酸素
含有ガス供給量調節手段と、
　前記加熱用燃料供給量調節手段及び前記燃焼用酸素含有ガス供給量調節手段を制御する
制御手段とが設けられている請求項２～４のいずれか１項に記載の複合リサイクル装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ガス化対象物を加熱用バーナにて加熱する状態で、前記ガス化対象物の一部
を燃焼させるための燃焼用酸素含有ガスを供給するように構成されて、前記ガス化対象物
を部分燃焼させて熱分解ガスを生成するガス化炉、及び、そのガス化炉を備えた複合リサ
イクル装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　かかるガス化炉は、例えば、プラスチック等の廃棄物をガス化対象物として、そのガス
化対象物を部分燃焼させることで熱分解させて、熱分解ガスを生成するものである。
【０００３】
　このようなガス化炉において、従来は、ガス化対象物を部分燃焼させるための燃焼用酸
素含有ガスとして、常温の空気を用いていた（例えば、特許文献１参照。）。
　つまり、燃焼用空気供給用の送風機を室内又は室外に設置して、その室内又は室外の常
温の空気を燃焼用空気として加熱用バーナに供給するように構成していた。
【０００４】
【特許文献１】特開２００１－２４１６３２号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　ところで、このようなガス化炉が設置される設備においては、その設備全体としてのエ
ネルギー効率の向上が望まれる。
　ちなみに、ガス化炉が設置される設備としては、例えば、製造過程で発生する不良品や
不用品等がガス化対象物となり得るプラスチック製品等の製造設備や、ガス化対象物とな
り得るプラスチック製品等の廃棄物を処理する廃棄物処理設備がある。
　つまり、前記製造設備では、その製造過程で発生するする不良品や不用品等をガス化対
象物としてガス化炉にて処理して熱分解ガスを生成し、前記廃棄物処理設備では、廃棄物
をガス化対象物としてガス化炉にて処理して熱分解ガスを生成するものである。
【０００６】
　しかしながら、ガス化対象物を熱分解可能なように例えば６００°Ｃ程度といった高温
の熱分解温度に加熱する必要があるのに対して、従来では、ガス化対象物の部分燃焼用の
燃焼用酸素含有ガスとして、前記熱分解温度に対してかなり低温の常温の空気を供給する
ことから、ガス化対象物を熱分解可能なように加熱するために、加熱用バーナにおける燃
料の使用量が多くなる問題があった。
【０００７】
　又、このようなガス化炉が設置される設備においては、電気及び熱を消費することにな
るが、従来では、電気は商用電力から得ており、熱は熱発生用として専用に設けたボイラ
等の熱源装置から得ていたので、電気及び熱を得るためのエネルギー効率が低かった。
　要するに、ガス化炉が設置される設備において、従来では、設備全体としてのエネルギ
ー効率が低いという問題があった。
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【０００８】
　本発明は、かかる実情に鑑みてなされたものであり、その目的は、設備全体としてのエ
ネルギー効率の向上を図り得るガス化炉、及び、そのガス化炉を備えることにより設備全
体としてのエネルギー効率の向上を図り得る複合リサイクル装置を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
〔ガス化炉について〕
　本発明のガス化炉は、ガス化対象物を加熱用バーナにて加熱する状態で、前記ガス化対
象物の一部を燃焼させるための燃焼用酸素含有ガスを供給するように構成されて、前記ガ
ス化対象物を部分燃焼させて熱分解ガスを生成するものであって、
　第１特徴構成は、前記燃焼用酸素含有ガスとして、燃焼式の原動機から酸素を含有する
状態で排出される燃焼排ガスを供給するように構成され、
　通気可能な仕切り体により、燃料ガスを燃焼用空気にて燃焼させる前記加熱用バーナの
燃焼室とその上方側のガス化対象物を収納する反応室とに上下方向に区画され、
　前記燃焼用酸素含有ガスとしての前記燃焼排ガスを前記燃焼室に供給するように構成さ
れている点を特徴とする。
【００１０】
　即ち、燃焼式の原動機にて駆動されるコージェネレーションシステムから、電気及び熱
が発生し、その燃焼式の原動機から酸素を含有する状態で排出される燃焼排ガスが、ガス
化対象物を部分燃焼させるための燃焼用酸素含有ガスとしてガス化炉に供給される。
【００１１】
　つまり、コージェネレーションシステムは、燃焼式の原動機にて発電機を駆動して、そ
の発電機から電気を発生すると共に、そのように発電機を駆動する際に燃焼式の原動機か
ら発生する排熱を回収して熱を発生するものであり、そのようなコージェネレーションシ
ステムを設けて電気及び熱を得るようにすると、電気及び熱を得るためのエネルギー効率
を向上することが可能となる。
　そして、燃焼式の原動機から排出される燃焼排ガスの温度は、例えば４００°Ｃ程度と
いうように、従来、前記燃焼用酸素含有ガスとして用いていた常温の空気に比べてかなり
高温であるので、ガス化対象物を部分燃焼させるための燃焼用酸素含有ガスとして、燃焼
式の原動機の燃焼排ガスを用いることにより、ガス化対象物を熱分解温度に加熱するため
の加熱用バーナにおける燃料の使用量を低減することが可能となる。
【００１２】
　又、燃焼式の原動機から排出される燃焼排ガス中には、空気中よりもＣＯ2、Ｈ2Ｏがか
なり多く含まれ、このＣＯ2、Ｈ2ＯのＣ、ＨがＣＨ4転換に寄与することになるので、ガ
ス化対象物を部分燃焼させるための燃焼用酸素含有ガスとして、燃焼式の原動機から排出
される燃焼排ガスを用いると、前記燃焼用酸素含有ガスとして空気を用いる場合に比べて
、生成熱分解ガス中のＣＨ4の含有率を多くすることが可能となるので、熱分解ガスの熱
量を増大させることが可能となる。
　そして、通常は、ガス化炉にて生成した熱分解ガスを燃焼させて、その燃焼ガスから保
有熱を回収して熱を得ることになるが、上述のように、熱分解ガスの熱量を増大させるこ
とが可能となることにより、熱分解ガスを燃焼させてその燃焼排ガスから保有熱を回収す
るに当たって、熱回収効率を向上することが可能となる。
【００１３】
　従って、電気及び熱を得るためのエネルギー効率を向上することが可能となること、加
熱用バーナにおける燃料の使用量を低減することが可能となること、及び、熱分解ガスを
燃焼させてその燃焼排ガスから保有熱を回収する際の熱回収効率を向上することが可能と
なることの相乗効果により、ガス化炉を設置する設備において、設備全体としてのエネル
ギー効率を向上することが可能となるのである。
　要するに、設備全体としてのエネルギー効率の向上を図り得るガス化炉を提供すること
ができるようになった。
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【００１５】
　又、第１特徴構成によれば、加熱用バーナにより燃焼室内にて燃料を燃焼させることに
より、その加熱用バーナの燃焼排ガスが仕切り体を通過して、燃焼室の上方の反応室内に
収納されているガス化対象物内を通流すると共に、加熱用バーナにより形成される火炎か
らの輻射熱が仕切り体を通過して反応室内のガス化対象物に放射されるので、反応室内の
ガス化対象物は、その内部を通過する加熱用バーナの燃焼排ガスからの対流熱、及び、加
熱用バーナの火炎からの輻射熱により効率良く加熱される。
【００１６】
　そして、反応室内のガス化対象物は、そのように効率良く加熱される状態で、燃焼室に
供給されて仕切り体を通過してくる原動機の燃焼排ガスにより部分燃焼することから、反
応室内のガス化対象物が効率良く熱分解して熱分解ガスが効率良く発生するので、熱分解
ガスを燃焼させてその燃焼排ガスから保有熱を回収する際の熱回収効率を向上することが
可能となり、設備全体としてのエネルギー効率を一段と向上することが可能となる。
　又、仕切り体を通過して燃焼室に垂れ落ちたガス化対象物の溶融物は、加熱用バーナの
火炎からの輻射熱により加熱される状態で、燃焼室に供給される原動機の燃焼排ガスによ
り部分燃焼するので、その溶融物をも熱分解させて熱分解ガスを生成するようにすること
が可能となり、もって、ガス化対象物を処理残しをなくす状態又は処理残しを極力少なく
する状態で、熱分解処理することが可能となる。
　従って、ガス化対象物を熱分解させて熱分解ガスを生成する際のガス化対象物の処理残
しを無くす又は処理残しを極力少なくしながら、設備全体としてのエネルギー効率を一段
と向上することができるようになった。
【００１７】
〔複合リサイクル装置について〕
　本発明の複合リサイクル装置は、上記第１特徴構成を備えたガス化炉を備えたものであ
って、
　その第１特徴構成は、前記ガス化炉にて生成される熱分解ガスを燃焼させる熱分解ガス
燃焼器と、
　その熱分解ガス燃焼器の燃焼排ガスの保有熱を回収する排熱回収熱交換部とが設けられ
ている点を特徴とする。
【００１８】
　即ち、ガス化炉にて生成される熱分解ガスが熱分解ガス燃焼器にて燃焼され、その熱分
解ガス燃焼器の燃焼排ガスの保有熱が排熱回収熱交換部において回収されて、その排熱回
収熱交換部から蒸気、温水等の熱出力が得られる。
【００１９】
　つまり、ガス化対象物をガス化炉にて熱分解させて熱分解ガスを生成し、その熱分解ガ
スを燃焼させて、その燃焼排ガスの保有熱を回収するように構成した複合リサイクル装置
において、ガス化炉として、上記第１特徴構成を備えたガス化炉を用いることにより、以
下に説明するように、設備全体としてのエネルギー効率を向上することが可能となるので
ある。
【００２０】
　説明を加えると、燃焼式の原動機にて駆動されるコージェネレーションシステムを設け
て電気及び熱を得るので、電気及び熱を得るためのエネルギー効率を向上することが可能
となる。
　又、燃焼式の原動機から排出される燃焼排ガスをガス化対象物部分燃焼用の燃焼用酸素
含有ガスとして用いることにより、その燃焼式の原動機の燃焼排ガスの温度は、例えば４
００°Ｃ程度というように、従来、前記燃焼用酸素含有ガスとして用いていた常温の空気
に比べてかなり高温であるので、ガス化対象物を熱分解温度に加熱するための加熱用バー
ナにおける燃料の使用量を低減することが可能となる。
　又、生成熱分解ガスの熱量が増大することから、その熱分解ガスを熱分解ガス燃焼器に
て燃焼させて生成される燃焼排ガスにて保有される熱量が増大するので、排熱回収熱交換
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部における回収熱量を増大することが可能となり、又、熱分解ガス燃焼器において熱分解
ガス以外に補助燃料を使用するにしても、その使用量を少なくすることが可能となって、
補助燃料の単位使用量当たりの熱分解ガス生成量を多くすることが可能となり、もって、
熱分解ガスを燃焼させてその燃焼排ガスから保有熱を回収するに当たって、熱回収効率を
向上することが可能となる。
【００２１】
　従って、電気及び熱を得るためのエネルギー効率を向上することが可能となること、加
熱用バーナにおける燃料の使用量を低減することが可能となること、及び、熱分解ガスを
燃焼させてその燃焼排ガスから保有熱を回収する際の熱回収効率を向上することが可能と
なることの相乗効果により、ガス化炉を備えた複合リサイクル装置を設置する設備におい
て、設備全体としてのエネルギー効率を向上することが可能となるのである。
　要するに、設備全体としてのエネルギー効率の向上を図り得る複合リサイクル装置を提
供することができるようになった。
【００２２】
　複合リサイクル装置の第２特徴構成は、上記第１特徴構成に加えて、
　前記原動機から排出される前記燃焼排ガスの一部を前記排熱回収熱交換部の熱源用とし
て分配供給するように構成されている点を特徴とする。
【００２３】
　即ち、原動機から排出される燃焼排ガスの一部が排熱回収熱交換部にその熱源用として
分配供給されて、排熱回収熱交換部において、その原動機の燃焼排ガスの保有熱が回収さ
れる。
　つまり、ガス化対象物の部分燃焼用として使用される量よりも多い量の燃焼排ガスが原
動機から排出される場合は、原動機から排出される燃焼排ガスの一部を排熱回収熱交換部
にその熱源用として分配供給するようにすることにより、排熱回収熱交換部における回収
熱量を一層増大することが可能となるのである。
　従って、設備全体としてのエネルギー効率を一段と向上することができるようになった
。
【００２４】
　複合リサイクル装置の第３特徴構成は、上記第１又は第２特徴構成のいずれかに加えて
、
　前記熱分解ガス燃焼器への補助燃料の供給量を調節する補助燃料供給量調節手段と、
　その補助燃料供給量調節手段を制御する制御手段とが設けられている点を特徴とする。
【００２５】
　即ち、制御手段により補助燃料供給量調節手段が制御されて、熱分解ガス燃焼器への補
助燃料の供給量が調節される。
　つまり、通常は、ガス化炉によりガス化対象物をバッチ処理的に処理して熱分解ガスを
生成するものであり、単位時間当たりの熱分解ガスの生成量は時間経過に伴って変動し易
いものである。
　そこで、単位時間当たりの熱分解ガスの生成量が時間経過に伴って変動する場合に、補
助燃料供給量調節手段による熱分解ガス燃焼器への補助燃料の供給量の調節により、排熱
回収熱交換部から熱消費先における熱消費量に応じた熱出力を出力するようにしたり、所
定の設定熱出力を出力したりするようにすることが可能となる。
　従って、熱分解ガスの生成量の変動に拘らず熱出力を所望通りに調節することができて
、使い勝手性を向上するようにする上で好適な手段を提供することができるようになった
。
【００２６】
　複合リサイクル装置の第４特徴構成は、上記第１～第３特徴構成のいずれかに加えて、
　前記加熱用バーナへの燃料の供給量を調節する加熱用燃料供給量調節手段と、
　前記燃焼用酸素含有ガスとして供給する前記燃焼排ガスの供給量を調節する燃焼用酸素
含有ガス供給量調節手段と、
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　前記加熱用燃料供給量調節手段及び前記燃焼用酸素含有ガス供給量調節手段を制御する
制御手段とが設けられている点を特徴とする。
【００２７】
　即ち、制御手段により、加熱用燃料供給量調節手段が調節されて、加熱用バーナへの燃
料の供給量が調節され、又、制御手段により、燃焼用酸素含有ガス供給量調節手段が制御
されて、燃焼用酸素含有ガスとして供給される原動機の燃焼排ガスの供給量が調節される
。
　例えば、原動機から排出される燃焼排ガスの温度に基づいて、その燃焼排ガスの温度が
高くなるほど、加熱用バーナへの燃料の供給量が少なくなるように加熱用燃料供給量調節
手段を制御するようにすると、ガス化対象物を加熱する温度の変動を抑制することが可能
となる。
　又、例えば、原動機から排出される燃焼排ガス中の酸素濃度に基づいて、その燃焼排ガ
スの酸素濃度が高くなるほど、ガス化対象物部分燃焼用の燃焼用酸素含有ガスとしての燃
焼排ガスの供給量が少なくなるように燃焼用酸素含有ガス供給量調節手段を制御するよう
にすると、ガス化対象物を部分燃焼させるための酸素の過不足を抑制することが可能とな
る。
　そして、ガス化対象物を加熱する温度の変動を抑制することができると共に、ガス化対
象物を部分燃焼させるための酸素の過不足を抑制することができるので、ガス化対象物を
適切に部分燃焼させて、熱分解ガスの生成を一層安定化させることが可能となる。
　従って、熱分解ガスの生成を一層安定化させるようにする上で好適な手段を提供するこ
とができるようになった。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２８】
　以下、図面に基づいて、本発明の実施の形態を説明する。
　図１ないし図４に示すように、ガス化炉Ａは、ガス化対象物を加熱する加熱用バーナ１
、ガス化対象物の一部を燃焼させるための燃焼用酸素含有ガスを供給する燃焼用酸素含有
ガス供給部Ｓ等を備えて構成し、加熱用バーナ１にてガス化対象物を加熱する状態で、燃
焼用酸素含有ガス供給部Ｓからガス化対象物を部分燃焼させるための燃焼用酸素含有ガス
を供給して、ガス化対象物を部分燃焼させて熱分解ガスを生成するようにしてある。
　そして、本発明では、燃焼式の原動機としてのガスエンジン２にて駆動されるコージェ
ネレーションシステムＢを設けて、ガス化対象物部分燃焼用の燃焼用酸素含有ガスとして
、前記ガスエンジン２から酸素を含有する状態で排出される燃焼排ガスをガス化炉Ａに供
給するように構成してある。
【００２９】
　前記コージェネレーションシステムＢは周知であるので、詳細な説明を省略して、図１
に基づいて簡単に説明すると、発電用燃料路３にて都市ガス等のガス燃料をガスエンジン
２に供給し、そのガスエンジン２にて発電機４を駆動するように構成してあり、発電機４
から電気出力を得ると共に、ガスエンジン２を冷却するエンジン冷却水から排熱を回収し
て温水等の熱出力を得るようになっている。
【００３０】
　図１ないし図４に基づいて、ガス化炉Ａについて説明を加える。
　このガス化炉Ａは、上部のガス化対象物投入用の開口部を蓋体５にて開閉自在な概ね円
筒形箱状の炉体６の内部を、通気可能な仕切り体としての円板状の火格子７にて、加熱用
バーナ１の燃焼室８とその上方側のガス化対象物を収納する反応室９とに上下方向に区画
して構成してある。
　炉体６の上端部には、熱分解ガスを外部に導出する熱分解ガス導出口１０を設け、炉体
６における火格子７の上方近く及び炉体６の下端部夫々には、ガス化対象物が灰化した灰
化物を取り出す灰化物取り出し口１１，１２を蓋体（図示省略）にて開閉自在な状態で設
けてある。
【００３１】
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　前記炉体６の下方側の部分は、下方側ほど小径となるように形成して、その下方側ほど
小径となる椀状部分１３に、前記火格子７を通過して垂れ落ちるガス化対象物の溶融物を
集めて溜めるように構成してある。
【００３２】
　前記加熱用バーナ１は、拡散燃焼型のバーナであり、火炎ｆを前記燃焼室８内において
その略中央部を通る横向きに形成するように、前記炉体６における前記燃焼室８に対応す
る側周壁部分に設けてある。
　その加熱用バーナ１には、都市ガス等のガス燃料を供給する加熱用燃料路１４、及び、
送風機１５からの燃焼用空気を導くガス化側燃焼用空気路１６を夫々接続して、ガス燃料
を燃焼室８内に横向きに噴出すると共に、その噴出ガス燃料を燃焼させるように燃焼用空
気を燃焼室８内に横向きに吐出して、火炎ｆを横向きに形成するように構成してある。
【００３３】
　前記燃焼用酸素含有ガス供給部Ｓは、前記加熱用バーナ１の火炎形成方向に直交する方
向に振り分けて配設した横向きの２本の直管状の酸素含有ガス噴出管１７にて構成してあ
る。
　各酸素含有ガス噴出管１７は、その先端を閉塞して、燃焼室中央側を向く斜め下向きに
酸素含有ガスを噴出する複数の噴出孔１７ｈを長手方向に分散させて形成してある。
　各酸素含有ガス噴出管１７には、前記ガスエンジン２からの燃焼排ガスを導く熱分解用
燃焼排ガス路１８を接続してある。
　つまり、燃焼用酸素含有ガス供給部Ｓは、燃焼用酸素含有ガスとしてのガスエンジン２
の燃焼排ガスを燃焼室８に供給するように構成してある。
【００３４】
　図中の３４は、酸素含有ガス噴出管１７の上方を覆うように配設した遮蔽体であり、こ
の遮蔽体３４により、ガス化対象物の溶融物が酸素含有ガス噴出管１７に垂れ落ちないよ
うにしている。
【００３５】
　そして、火格子７の下方の燃焼室８にて加熱用バーナ１によりガス燃料を燃焼させて、
その火炎の輻射熱及び燃焼排ガスからの対流熱により、反応室９内のガス化対象物を加熱
するようにしてある。
　その場合、加熱用バーナ１の燃焼により、燃焼室８内を反応室９内よりも高圧にするこ
とにより、加熱用バーナ１の燃焼排ガスを、火格子７をその全域にわたって均等化して通
過させて、反応室９内に収納されているガス化対象物の全体にわたって満遍なく通過させ
るようにして、ガス化対象物を効率良く加熱するようにしてある。
　そのようにガス化対象物を加熱する状態で、各酸素含有ガス噴出管１７から、ガス化対
象物の一部を燃焼させるための燃焼用酸素含有ガスとしてガスエンジン２の燃焼排ガスを
燃焼室８内に供給して、その供給燃焼排ガスを火格子７を通過させて反応室９内に供給し
て、ガス化対象物を部分燃焼させ、その燃焼熱によってもガス化対象物を加熱する状態で
、ガス化対象物を熱分解させて、熱分解ガスを生成するようにしてある。
【００３６】
　又、火格子７を通過して垂れ落ちるガス化対象物の溶融物を前記椀状部分１３に集めて
溜めると共に、各酸素含有ガス噴出管１７から燃焼排ガスを椀状部分１３に向けて斜め下
向きに噴出することにより、椀状部分１３に溜まっているガス化対象物の溶融物を部分燃
焼させて、その溶融物をも熱分解させて熱分解ガスを生成するようにしてある。
　つまり、処理対象のガス化対象物を燃え残りをなくす状態又は燃え残りを極力少なくす
る状態で、熱分解処理することができるようにしてある。
【００３７】
　次に、図１に基づいて、上述のように構成したガス化炉Ａを備えた複合リサイクル装置
について、説明する。
　複合リサイクル装置は、前記ガス化炉Ａと、そのガス化炉Ａにて生成される熱分解ガス
を燃焼させる熱分解ガス燃焼器１９を備えた混焼炉Ｃと、その熱分解ガス燃焼器１９の燃
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焼排ガスの保有熱を回収する排熱回収熱交換部としての排熱ボイラ２０と、その排熱ボイ
ラ２０に供給する水を予熱するエコノマイザ２１と、複合リサイクル装置の運転を制御す
る制御部２２等を備えて構成してある。
【００３８】
　前記混焼炉Ｃは、前記熱分解ガス燃焼器１９と、その熱分解ガス燃焼器１９にて熱分解
ガスを燃焼させるための燃焼室２３等を備えて構成してある。
　熱分解ガス燃焼器１９は、拡散燃焼型のバーナであり、その熱分解ガス燃焼器１９には
、前記ガス化炉Ａの前記熱分解ガス導出口１０から導出される熱分解ガスを導く熱分解ガ
ス路２４、及び、前記送風機１５からの燃焼用空気を導く混焼側燃焼用空気路２６を夫々
接続して、供給される熱分解ガス及び燃焼用空気を燃焼室２３内に噴出して熱分解ガスを
燃焼させるようにしてある。更に、熱分解ガス燃焼器１９には、都市ガス等の補助ガス燃
料を供給する補助燃料路２５を接続してあり、必要に応じて、補助ガス燃料も燃焼室２３
内に噴出して、熱分解ガスを補助ガス燃料の燃焼火炎にて保炎する状態で燃焼させること
が可能なようにも構成してある。
【００３９】
　前記熱分解ガス燃焼器１９の燃焼排ガスを前記燃焼室２３から排出する集合排ガス路２
７の終端には、その集合排ガス路２７に対して吸引作用すると共に、吸引した燃焼排ガス
を煙突２８内に排出するように、誘引送風機２９を設けてある。
【００４０】
　前記排熱ボイラ２０及びエコノマイザ２１は、排熱ボイラ２０を燃焼排ガスの通流方向
上流側に位置させて、前記集合排ガス路２７に設けてある。
　給水路３１を、水をエコノマイザ２１を通過させた後、排熱ボイラ２０に供給するよう
に配管してある。
【００４１】
　前記熱分解用燃焼排ガス路１８から分岐させた分岐燃焼排ガス路３０を、前記集合排ガ
ス路２７における前記排熱ボイラ２０よりも上流側の箇所に接続して、前記ガスエンジン
２から排出される燃焼排ガスの一部を前記熱分解ガス燃焼器１９の燃焼排ガスと共に集合
排ガス路２７を通流させるようにして、前記ガスエンジン２から排出される燃焼排ガスの
一部を前記排熱ボイラ２０の熱源用として分配供給するように構成してある。
【００４２】
　そして、エコノマイザ２１にて予熱した水を排熱ボイラ２０にて加熱して蒸発させて、
その水蒸気を蒸気路３２を通じて蒸気消費部（図示省略）に供給するようにしてある。
【００４３】
　前記補助燃料路２５には、前記熱分解ガス燃焼器１９への補助ガス燃料の供給量を調節
する補助燃料供給量調節手段としての補助燃料調節弁Ｖ１を設け、前記加熱用燃料路１４
には、前記加熱用バーナ１へのガス燃料の供給量を調節する加熱用燃料供給量調節手段と
しての加熱用燃料調節弁Ｖ２を設け、前記熱分解用燃焼排ガス路１８には、前記燃焼用酸
素含有ガス供給部Ｓに前記燃焼用酸素含有ガスとして供給する前記燃焼排ガスの供給量を
調節する燃焼用酸素含有ガス供給量調節手段としての燃焼用酸素含有ガス調節弁Ｖ３を設
けてある。
　又、前記ガス化側燃焼用空気路１６には、前記加熱用バーナ１への燃焼用空気の供給量
を調節するガス化側空気調節弁Ｖ４を設け、前記混焼側燃焼用空気路２６には、前記熱分
解ガス燃焼器１９への燃焼用空気の供給量を調節する混焼側空気調節弁Ｖ５を設けてある
。
【００４４】
　又、前記混焼炉Ｃの出口の燃焼排ガスの温度を検出する混焼炉燃焼排ガス温度センサＳ
ｐ、前記ガスエンジン２から排出される前記燃焼排ガスの温度を検出する原動機燃焼排ガ
ス温度センサＳｔ、及び、前記燃焼排ガス中の酸素濃度を検出する酸素濃度センサＳｏを
設けてある。
　更に、前記制御部２２に各種制御情報を指令する操作盤３３には、複合リサイクル装置
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の運転開始及び運転停止を指令する手動式の運転スイッチ（図示省略）を設けてある。
【００４５】
　以下、前記制御部２２の制御動作について説明する。
　制御部２２は、前記コージェネレーションシステムＢを予め設定された設定運転時間帯
の間運転させるように制御する。
　そして、基本的には、操作盤３３の運転スイッチを操作して、複合リサイクル装置をコ
ージェネレーションシステムＢの運転中に運転する。
【００４６】
　制御部２２は、操作盤３３の運転スイッチにより運転開始が指令されると、前記送風機
１５及び前記誘引送風機２９を作動させ、前記加熱用燃料調節弁Ｖ２及び前記ガス化側空
気調節弁Ｖ４を開弁して、前記加熱用バーナ１を燃焼させ、並びに、前記燃焼用酸素含有
ガス調節弁Ｖ３を開弁する。
　又、前記補助燃料調節弁Ｖ１及び前記混焼側空気調節弁Ｖ５を開弁して、前記熱分解ガ
ス燃焼器１９を燃焼させる。
【００４７】
　つまり、反応室９に収納されているガス化対象物が、加熱用バーナ１の火炎の輻射熱及
びその燃焼排ガスからの対流熱により加熱されると共に、前記酸素含有ガス供給部Ｓから
供給される燃焼排ガスにてガス化対象物の一部が部分燃焼する熱により加熱されて、ガス
化対象物が熱分解して、熱分解ガスが生成される。
　そして、そのガス化炉Ａにて生成された熱分解ガスの全量が熱分解ガス燃焼器１９に供
給されて、その熱分解ガスが熱分解ガス燃焼器１９にて燃焼する。
　そして、その熱分解ガス燃焼器１９の燃焼排ガス、及び、前記ガスエンジン２の燃焼排
ガスのうちの前記酸素含有ガス供給部Ｓに供給される分を上回る余剰分が、前記集合排ガ
ス路２７を通流して、前記排熱ボイラ２０において集合排ガス路２７を通流する燃焼排ガ
スから熱が回収されて、蒸気が生成されることになる。
【００４８】
　又、制御部２２は、操作盤３３の運転スイッチにより運転停止が指令されると、前記加
熱用燃料調節弁Ｖ２及び前記ガス化側空気調節弁Ｖ４を閉弁すると共に、前記送風機１５
を停止させて前記加熱用バーナ１を消火し、並びに、前記燃焼用酸素含有ガス調節弁Ｖ３
を閉弁する。
　又、前記補助燃料調節弁Ｖ１及び前記混焼側空気調節弁Ｖ５を閉弁して、前記熱分解ガ
ス燃焼器１９を消火させる。
【００４９】
　すると、前記酸素含有ガス供給部Ｓを通じての前記ガスエンジン２の燃焼排ガスの供給
が停止されるので、ガスエンジン２の燃焼排ガスの全量が前記集合排ガス路２７に供給さ
れて集合排ガス路２７を通流し、前記排熱ボイラ２０において、その集合排ガス路２７を
通流する燃焼排ガスから熱が回収されて、蒸気が生成されることになる。
　つまり、前記ガス化炉Ａの運転が停止されているときは、前記ガスエンジン２の燃焼排
ガスの全量を前記排熱ボイラ２０の熱源用として供給するように構成してある。
【００５０】
　前記制御部２２の制御動作について説明を加えると、制御部２２は、複合リサイクル装
置の運転中は、前記混焼炉燃焼排ガス温度センサＳｐの検出情報に基づいて前記補助燃料
調節弁Ｖ１を制御する混焼用燃焼量制御、前記原動機燃焼排ガス温度センサＳｔの検出情
報に基づいて前記加熱用燃料調節弁Ｖ２を制御する熱分解用燃焼量制御、及び、前記酸素
濃度センサＳｏの検出情報に基づいて前記燃焼用酸素含有ガス調節弁Ｖ３を制御する燃焼
排ガス供給量制御を実行する。
【００５１】
　前記混焼用燃焼量制御では、混焼炉燃焼排ガス温度センサＳｐの検出温度が設定温度に
なるように補助燃料調節弁Ｖ１を制御して、補助ガス燃料の供給量を調節する。
【００５２】
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　前記熱分解用燃焼量制御では、前記原動機燃焼排ガス温度センサＳｔにて検出される燃
焼排ガスの温度が高くなるほど、ガス燃料の供給量が少なくなるように前記加熱用燃料調
節弁Ｖ２を制御すると共に、燃焼用空気の供給量が前記ガス燃料の供給量に応じた量にな
るように前記ガス化側空気調節弁Ｖ４を制御する。
　具体的には、所定の設定燃焼排ガス温度に対応して設定ガス燃料供給量を設定し、ガス
燃料供給量減少率を燃焼排ガスの温度が前記設定燃焼排ガス温度よりも高くなるほど大き
くなるように設定し、又、ガス燃料供給量増加率を燃焼排ガスの温度が前記設定燃焼排ガ
ス温度よりも低くなるほど大きくなるように設定してある。
　そして、前記原動機燃焼排ガス温度センサＳｔの検出温度に対応するガス燃料供給量減
少率又はガス燃料供給量増加率を選択して、その選択したガス燃料供給量減少率又はガス
燃料供給量増加率にて、前記設定ガス燃料供給量を補正して、その補正したガス燃料供給
量になるように前記加熱用燃料調節弁Ｖ２を制御する。
【００５３】
　従って、前記燃焼用酸素含有ガス供給部Ｓから前記燃焼室８内に供給される燃焼排ガス
の温度が高くなるほど、前記加熱用バーナ１の燃焼量が少なくなるように調節されるので
、ガス化対象物を加熱する温度の変動を抑制することが可能となる。
【００５４】
　前記燃焼排ガス供給量制御では、前記酸素濃度センサＳｏにて検出される燃焼排ガスの
酸素濃度が高くなるほど、燃焼排ガスの供給量が少なくなるように前記燃焼用酸素含有ガ
ス調節弁Ｖ３を制御する。
　具体的には、所定の設定酸素濃度に対応して設定燃焼排ガス供給量を設定し、燃焼排ガ
ス供給量減少率を燃焼排ガスの酸素濃度が前記設定酸素濃度よりも高くなるほど大きくな
るように設定し、又、燃焼排ガス供給量増加率を燃焼排ガスの酸素濃度が前記設定酸素濃
度よりも低くなるほど大きくなるように設定してある。
　そして、前記酸素濃度センサＳｏの検出酸素濃度に対応する燃焼排ガス供給量減少率又
は燃焼排ガス供給量増加率を選択して、その選択した燃焼排ガス供給量減少率又は燃焼排
ガス供給量増加率にて、前記設定燃焼排ガス供給量を補正して、その補正した燃焼排ガス
供給量になるように前記燃焼用酸素含有ガス調節弁Ｖ３を制御する。
【００５５】
　従って、前記燃焼用酸素含有ガス供給部Ｓから前記燃焼室８内に供給される燃焼排ガス
の酸素濃度が高くなるほど、その燃焼用酸素含有ガス供給部Ｓからの燃焼排ガスの供給量
が少なくなるように調節されるので、ガス化対象物を部分燃焼させるための酸素の過不足
を抑制して、ガス化対象物を適切に熱分解させて熱分解ガスを生成することが可能となる
。
【００５６】
　次に、図１に基づいて、上述のように構成した複合リサイクル装置を用いて、ガス化対
象物をバッチ処理にて熱分解処理する場合の定常運転状態での運転条件について説明する
。
　尚、前記加熱用バーナ１、前記ガスエンジン２及び前記熱分解ガス燃焼器１９の夫々に
供給するガス燃料としては、１３Ａの都市ガスを用いる。
【００５７】
　処理対象のガス化対象物の条件は以下の通りである。
　ガス化対象物：フィルム系のプラスチック類
　ガス化対象物の発熱量：４１ＭＪ／ｋｇ
　１バッチ当たりの処理量：５００ｋｇ／ｂａｔ（バッチ）
【００５８】
　コージェネレーションシステムＢの運転条件は、以下の通りである。
　ガスエンジン２へのガス燃料の供給量：６７ｍ3（標準状態）／ｈ
　ガスエンジン２からの燃焼排ガスの排出量：１３２６ｍ3（標準状態）／ｈ
　ガスエンジン２からの燃焼排ガスの温度：４０２°Ｃ
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　ガスエンジン２からの燃焼排ガスの組成：Ｎ2：７４．４９０％、Ｏ2：７．８８１％、
Ｈ2Ｏ：１１．４６０％、ＣＯ2：６．１６９％
【００５９】
　そして、加熱用バーナ１にガス燃料、燃焼用空気を夫々６．４ｍ3（標準状態）／ｈ、
６８ｍ3（標準状態）／ｈにて供給し、燃焼用酸素含有ガス供給部Ｓにガスエンジン２か
らの燃焼排ガスを２９２ｍ3（標準状態）／ｈ、３８０°Ｃにて供給すると、前記ガス化
炉Ａにより、４５７ｍ3（標準状態）／ｈで熱分解ガスが生成される。
　熱分解ガス燃焼器１９に、補助ガス燃料を供給しない状態で、前記ガス化炉Ａにて生成
される熱分解ガスの全量を供給すると共に、燃焼用空気を１５００ｍ3（標準状態）／ｈ
にて供給して、熱分解ガスを燃焼させると、８５０°Ｃの燃焼排ガスが２０１０ｍ3（標
準状態）／ｈで生成される。
　そして、熱分解ガス燃焼器１９の燃焼排ガスが２０１０ｍ3（標準状態）／ｈ、８５０
°Ｃにて、前記ガスエンジン２の燃焼排ガスのうちの余剰分が１０３４ｍ3（標準状態）
／ｈ、３８０°Ｃにて、夫々、集合排ガス路２７に供給されて混合され、集合排ガス路２
７を燃焼排ガスが３０４４ｍ3（標準状態）／ｈ、７００°Ｃにて通流し、その燃焼排ガ
スにて前記排熱ボイラ２０により、蒸気が１０００ｋｇ／ｈ、０．７８Ｍｐａにて生成さ
れる。
　前記排熱ボイラ２０及び前記エコノマイザ２１を通過して夫々において排熱が回収され
た燃焼排ガスは、前記煙突２８から３０４４ｍ3（標準状態）／ｈ、１５０°Ｃにて排出
される。
【００６０】
　次に、ガス化対象物部分燃焼用の燃焼用酸素含有ガスとしてガスエンジン２の燃焼排ガ
スを用いることにより、生成される熱分解ガスの熱量を増大することができることを平衡
計算により検証した結果を説明する。
　この検証では、ガス化対象物として、廃プラスチックの代表的なものであるポリエチレ
ンと分子式が同様のエチレンを用い、部分燃焼用の燃焼用酸素含有ガスとして燃焼排ガス
を用いる場合と空気を用いる場合とで、生成される熱分解ガスの熱量を比較した。平衡計
算の条件として、エチレンの処理量を６８ｋｇ／ｈとし、生成熱分解ガスの温度を５００
°Ｃとした。
　検証の結果を図５にまとめる。
【００６１】
　燃焼用酸素含有ガスとして空気を用いる場合は、空気を１２９ｍ3（標準状態）／ｈ供
給すると、熱分解ガスが２１１ｍ3（標準状態）／ｈ生成され、燃焼用酸素含有ガスとし
て燃焼排ガスを用いる場合は、燃焼排ガスを１３９ｍ3（標準状態）／ｈ供給すると、熱
分解ガスが２２１ｍ3（標準状態）／ｈ生成される計算結果を得た。この場合の燃焼排ガ
スの組成は、上述したものと同様である。
【００６２】
　つまり、燃焼排ガス中の酸素濃度を７．８８１％とすると、空気中の酸素濃度は２１％
であるので、燃焼排ガスを燃焼用酸素含有ガスとして用いる場合、空気を燃焼用酸素含有
ガスとして用いる場合と供給する酸素の量を同量とするには、空気を用いる場合に比べて
約２．７倍の量を供給する必要があると考えられる。しかしながら、燃焼排ガス中には、
ＣＯ2、Ｈ2Ｏとして酸素が存在して、その酸素がガス化対象物の部分燃焼用として寄与す
るので、燃焼排ガスの供給量を、空気を燃焼用酸素含有ガスとして用いる場合の空気の供
給量の２．７倍よりも少なくすることができるのである。
【００６３】
　又、上述のように、燃焼排ガス中には、空気中よりもＣＯ2、Ｈ2Ｏがかなり多く含まれ
、このＣＯ2、Ｈ2ＯのＣ、ＨがＣＨ4転換に寄与することになる。
　従って、図５の平衡ガス組成に示されるように、燃焼排ガスを燃焼用酸素含有ガスとし
て用いる場合、空気を燃焼用酸素含有ガスとして用いる場合に比べて、熱分解ガス中のＣ
Ｈ4の含有率を多くすることが可能となるので、生成される熱分解ガスの熱量を約１１．
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１％程度増大することが可能となる。
【００６４】
　次に、ガス化対象物の部分燃焼により生成した熱分解ガスをエネルギーとして蒸気を発
生させる複合リサイクル装置において、ガス化対象物部分燃焼用の燃焼用酸素含有ガスと
してガスエンジン２の燃焼排ガスを用いることにより、ガス燃料の使用量を低減して省エ
ネルギー化を図ることができることを検証した結果を説明する。
　この検証試験では、部分燃焼用の燃焼用酸素含有ガスとして燃焼排ガスを用いる場合と
空気を用いる場合とで、前記ガス化炉Ａにおけるガス燃料の使用量と前記混焼炉Ｃにおけ
る補助ガス燃料の使用量を合わせた総ガス燃料使用量を比較した。
　先ず、検証試験の条件を説明するが、その検証試験の条件において、処理対象のガス化
対象物の条件、コージェネレーションシステムＢの運転条件、及び、排熱ボイラ２０の蒸
気生成条件は、先に複合リサイクル装置における定常運転状態での運転条件において説明
したものと同様であるので、説明を省略する。
　複合リサイクル装置の運転時間は、７．７５時間である。
　ガス化炉Ａ、混焼炉Ｃ夫々の運転条件は以下の通りである。
【００６５】
〔ガス化炉Ａの運転条件〕
　加熱用バーナ１の定格燃焼量：４１８．６ＭＪ／ｈ
　燃焼用酸素含有ガスの供給量、温度：
　・燃焼用酸素含有ガスとして空気を用いる場合　　　；１１０ｍ3（標準状態）／ｈ、
２０°Ｃ
　・燃焼用酸素含有ガスとして燃焼排ガスを用いる場合；２９０ｍ3（標準状態）／ｈ、
３８０°Ｃ
【００６６】
〔混焼炉Ｃの運転条件〕
　熱分解ガス燃焼器１９の定格燃焼量：
　・燃焼用酸素含有ガスとして空気の場合　　　　　　；３３４８．８ＭＪ／ｈ
　・燃焼用酸素含有ガスとして燃焼排ガスを用いる場合；３１３９．５ＭＪ／ｈ
【００６７】
　検証試験の結果を図６にまとめる。
　図６に示すように、燃焼用酸素含有ガスとして空気を用いた場合、ガス化炉Ａの加熱用
バーナ１のガス燃料使用量、混焼炉Ｃの熱分解ガス燃焼器１９の補助ガス燃料使用量は、
夫々、３２４５ＭＪ／ｂａｔ、９８３８ＭＪ／ｂａｔであり、総ガス燃料使用量は１３０
８３ＭＪ／ｂａｔとなる。尚、燃焼用酸素含有ガスとして空気を用いた場合、前記加熱用
バーナ１へのガス燃料の供給量、燃焼用空気の供給量は、夫々、１０ｍ3（標準状態）／
ｈ、１１０ｍ3（標準状態）／ｈであり、ガス化炉Ａでの熱分解ガスの生成量は、３２１
ｍ3（標準状態）／ｈであり、熱分解ガス燃焼器１９への補助ガス燃料の供給量、燃焼用
空気の供給量は、夫々、５．２ｍ3（標準状態）／ｈ、１５００ｍ3（標準状態）／ｈであ
る。
【００６８】
　又、燃焼用酸素含有ガスとして燃焼排ガスを用いた場合、ガス化炉Ａの加熱用バーナ１
のガス燃料使用量、混焼炉Ｃの熱分解ガス燃焼器１９の補助ガス燃料使用量は、夫々、２
０５１ＭＪ／ｂａｔ、８６３５ＭＪ／ｂａｔであり、総ガス燃料使用量は１０６８６ＭＪ
／ｂａｔとなる。
　つまり、燃焼用酸素含有ガスとして燃焼排ガスを用いることにより、燃焼用酸素含有ガ
スとして空気を用いる場合に比べて、総ガス燃料使用量を２３９７ＭＪ／ｂａｔを削減す
ることができて、約１８．３％の省エネルギーを図ることができた。
【００６９】
　ちなみに、燃焼用酸素含有ガスとして燃焼排ガスを用いた場合のガス化炉Ａの加熱用バ
ーナ１のガス燃料使用量は、以下のようにして求めた。
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　即ち、燃焼用酸素含有ガスとして燃焼排ガスを用いた場合のその燃焼排ガスにて持ち込
まれる熱量と、燃焼用酸素含有ガスとして空気を用いた場合のその空気ガスにて持ち込ま
れる熱量との差が、加熱用バーナ１におけるガス燃料の使用量の削減に寄与すると仮定し
た。
　空気による持込熱量＝１１０ｍ3（標準状態）／ｈ×０．３１１ｋｃａｌ／ｍ3（標準状
態）・°Ｃ×２０°Ｃ＝６８４ｋｃａｌ／ｈ
　燃焼排ガスによる持込熱量＝２９０ｍ3（標準状態）／ｈ×０．３４０ｋｃａｌ／ｍ3（
標準状態）・°Ｃ×３８０°Ｃ＝３７４６８ｋｃａｌ／ｈ
　持込熱量差＝３７４６８－６８４＝３６７８４ｋｃａｌ／ｈ
　加熱用バーナ１のガス燃料使用量＝[（１０００００－３６７８４）×７．７５×４．
１８６０５]÷１０００＝２０５１ＭＪ／ｂａｔ
【００７０】
　　〔別実施形態〕
　次に別実施形態を説明する。
（イ）　燃焼用酸素含有ガス供給部Ｓの具体構成は、上記の実施形態において例示した２
本の酸素含有ガス噴出管１７に限定されるものではない。
　例えば、図７に示すように、中心側を向く斜め下向きに酸素含有ガスを噴出する複数の
噴出孔３５ｈを長手方向に分散させて形成した環状の酸素含有ガス噴出管３５にて構成し
ても良い。この環状の酸素含有ガス噴出管３５は、前記燃焼室８内に、炉体６と略同心状
に配設する。
【００７１】
（ロ）　反応室９に収納されているガス化対象物を加熱するための構成は、上記の実施形
態において例示した構成に限定されるものではない。
　例えば、先端に燃焼ガス噴出口を備えたラジアントチューブを、前記燃焼室９内に、蛇
行状に配設する等により、平面視にて略全域にわたるように配設して、前記加熱用バーナ
１を、そのラジアントチューブの基端からその内部にガス燃料と燃焼用空気とを噴出して
、ラジアントチューブ内にてガス燃料を燃焼させるように構成しても良い。
　この場合、前記燃焼室９内に平面視にて略全域にわたるように配設されたラジアントチ
ューブからの輻射熱、及び、ラジアントチューブの先端の燃焼ガス噴出口から噴出されて
ガス化対象物を通過する燃焼ガスからの対流熱により、ガス化対象物を効率良く且つ均等
に加熱することができる。
【００７２】
（ハ）　前記加熱用バーナ１の燃焼量を制御するための熱分解用燃焼量制御の具体形態は
、上記の実施形態において例示した形態に限定されるものではない。
　例えば、前記燃焼室８の温度を検出する燃焼室温度センサを設けて、その燃焼室温度セ
ンサの検出温度が設定燃焼室温度となるように、前記加熱用燃料調節弁Ｖ２により、前記
加熱用バーナ１へのガス燃料の供給量を調節する形態でも良い。
【００７３】
（ニ）　上記の実施形態では、前記酸素濃度センサＳｏにて検出される燃焼排ガス中の酸
素濃度に基づいて、燃焼排ガスの供給量を調節する場合について例示したが、燃焼式の原
動機から排出される燃焼排ガス中の酸素濃度のバラツキは小さいので、予め設定した設定
量にて燃焼排ガスを供給するようにしても良い。
【００７４】
（ホ）　ガス化対象物部分燃焼用の燃焼用酸素含有ガスとしての燃焼排ガスを供給するた
めの燃焼式の原動機は、上記の実施形態において例示したガスエンジン２に限定されるも
のではなく、例えば、ガスタービンを用いることが可能である。
【図面の簡単な説明】
【００７５】
【図１】実施形態にかかるガス化炉を備えた複合リサイクル装置のブロック図
【図２】実施形態にかかるガス化炉の縦断側面図
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【図３】実施形態にかかるガス化炉の要部の縦断正面図
【図４】実施形態にかかるガス化炉の横断平面図
【図５】生成熱分解ガスの熱量増大の検証結果を説明する図
【図６】省エネルギーの検証結果を説明する図
【図７】別実施形態にかかるガス化炉の横断平面図
【符号の説明】
【００７６】
１　　加熱用バーナ
２　　燃焼式の原動機
７　　仕切り体
８　　燃焼室
９　　反応室
１９　熱分解ガス燃焼器
２０　排熱回収熱交換器
２２　制御手段
Ａ　　ガス化炉
Ｖ１　補助燃料供給量調節手段
Ｖ２　加熱用燃料供給量調節手段
Ｖ３　燃焼用酸素含有ガス供給量調節手段

【図１】 【図２】
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